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＜ 要　旨 ＞

〇中小サービス業において、DXの推進は遅れており、IT化やDX推進は喫緊の課題であると
いう。

〇DXが遅れている要因について、先行研究では「投資額を絞っているので、（IT）ベンダーと
の協力関係が築けない」、「経営者がリーダーシップを発揮するといっても、社内で専門部署
を作って任せきり」などの例が紹介されている。

〇その中には、社内にITやDXに精通した人材がおらず、結局は外部のシステム開発会社やコ
ンサルタントに任せてしまい、自社に適したシステム構築が出来ないというものもある。

〇	製造業では社内に理系人材が存在するが、サービス業においては理系人材が少ないか、もし
くは存在しないと考えられる。従って、社内での人材確保は難しい。外部からITに精通した
人材を招こうにも、IT人材の質を見抜く人事担当者がいる訳ではない。また、IT人材の勤
続年数は傾向的に短く、社内に定着させることは難しい。

〇	今回の調査事例からは、システム導入企業とシステム開発企業との「共創」が見て取れた。
IT人材が不在な場合でも、「共創」により自社に適したシステムを導入・運用し、業務改善
や顧客ニーズへの対応ができている。

〇	事例企業においては、「自らの業種に特化したシステム開発会社をグループ内に持ち、業種
特有のノウハウを含めてシステムを外販」、「システム導入企業とシステム開発会社間での改
良改善に関する素早い対応と定期的なフィードバック」、「システムに搭載されたAIを活用す
るため、システム導入企業とシステム開発企業間の連携」など、それぞれに特筆すべき特徴
がある。

〇	また、事例企業で共通しているのは、「顧客との接点を大切にする」という方針である。サー
ビス業における「従業員の負担軽減」のためのIT化は、顧客に対するより良いサービスの提
供に繋がる。また、デジタル化により、経営者は自社の分析に利用するデータをリアルタイ
ムで得ることができるようになる。IT化はその企業内において「人」という労働力の代替と
なるのみならず、将来の姿を予測するための重要なデータを得るためのツールとなっており、
それがDXにつながっていくと思われる。
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はじめに

中小サービス業において、DX1の推進が必要

という意見が多くある。サービス業は労働集約

的で人手不足の影響を受けやすい。そのため、

デジタル化、IT化により社内を可視化し、事

業を見直し、改革する（DX）が必要である。

しかしながら、大企業においてもDXに成功し

ていると言える企業は少ない。

改めて確認するが、「デジタル化」とは情報

を数字で表せる状態にすることである。また、

「IT化」は、デジタル化された情報をシステム

などの活用により、目的に応じて有効活用でき

るようにすることである。そして「DX」とは

IT技術を活用し、IT化を推進することにより、

新しい価値を創造することで企業を変革し競争

力を維持・強化することである。

DX白書2023によれば、日本でDXに取り組

んでいる企業は、2022年度で69.3％であり、米

国の77.9％に及ばない。また、日本では従業員

規模が大きいほどDXの取り組みが進んでいる。

1,001人以上の従業員規模で比較すると日本は

50％で米国は同39.4％である。しかしながら、

従業員101人以上の企業では米国の場合概ね

40％程度であるのに対し、日本は101人以上

300人以下の企業で同17.9％、301人以上1,000

人以下の企業で25.6％であり、規模が小さな企

業における取り組みが遅れている。

総務省が実施した2020年度の「デジタルト

ランスフォーメーションによる経済へのインパ

クトに関する調査研究」2では、サービス業にお

いてDXの取り組みを「実施していない、今後

はじめに
１．サービス業の現状と中小企業
（１）日本企業のDX取り組み状況
（２）中小サービス業におけるDXの導入状況
２．中小サービス業におけるDX導入への課題
（１）DXとは
（２）DXが進まない理由
（３）先行研究からの示唆と対応策

３．事例紹介
（事例1）�株式会社陣屋コネクト（株式会社陣屋）
（事例2）�株式会社インフォファーム（社会医療

法人蘇西厚生会松波総合病院）
（事例3）�株式会社インフォマート、株式会社

Goals（株式会社福しん）
４．事例企業の取り組みと課題
（１）事例企業の取り組み
（２）課題
おわりに

１	経済産業省が2018年に「デジタルトランスフォーメーションを推進するためのガイドライン（DX推進ガイドライン）」を発表。その中で、DXを「企業
がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革すると
ともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」と定義している。経済産業省HP「中堅・中小
企業等向け『デジタルガバナンス・コード』実践の手引き2.0」　https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/dx-chushoguidebook/tebiki2-0.
pdf　20230502閲覧

２	総務省「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究の請負」2021年3月
	 https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/linkdata/r03_02_houkoku.pdf
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も予定なし」が多い。

このように、日本では、規模別には中小企業

において、業種別ではサービス業において、

DXへの取り組みが進んでいないことが見て取

れる。

DXが進まない要因について、先行研究では

いくつかの事例を挙げている。例えば、「投資

額を絞っているので、ベンダー企業3との協力

関係が築けない」、「大手IT会社のシステムを

そのまま導入するために、自社の特性を生かせ

ない」、「経営者がITに抵抗感があり、知識も

ない中で担当者に丸投げとなっており、社内の

推進力となる人材（もしくは部署）が具体的な

進捗に関与していない」、などである。

では、進めていくには何が必要なのだろうか。

DX推進には、経営者のリーダーシップに言

及するものや、「主力事業の絶え間ない改善（知

の深化）」と「新規事業に向けた実験と行動（知

の探索）」の推進という現在の事業のデジタル

化による効率化とデジタルを活用して新しい事

業を立ち上げるための体制構築の両方を同時に

行うための仕組みづくりなどに言及するものが

見受けられる。加えて、DX推進のための人材

獲得方法や人材育成方法などが示されていた。

しかしながら、中小企業、特にサービス業に

おいては、ITに精通した従業員は製造業と比

較して少ないか、もしくは存在しない。また、

外部からIT人材を採用したとしても、自社の

強み・方向性を理解してもらうことが必要なの

に加えて、IT導入やシステム導入が一段落し

た際にどのような仕事に取り組んでもらうのか

という課題がある。

中小サービス業でDX推進に成功している企

業が、上記課題にどのように取り組んだのか、

インタビューを通して明らかにしたい。

３	本稿では、ITシステムを開発して販売している企業をいう
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１．サービス業の現状と中小企業

（１）日本企業の DX 取り組み状況

DX白書2023 4によれば、日本でDXに取り

組んでいる企業（「全社戦略に基づき、全社的

にDXに取り組んでいる」、「全社戦略に基づき、

一部の部門においてDXに取り組んでいる」の

合計）は2022年度69.3％、米国は同77.9％で

ある。また、「全社的にDXに取り組んでいる」

という企業は日本が26.9％に対して米国では

35.5％である。いずれも、米国には及ばない。

（２）中小サービス業における DX の導入状況

従業員規模別でみると、日本は従業員数が

多いほどDXの取り組みが進んでいる。従業員

1,001人以上の企業では、50％が「全社戦略に

基づき、全社的にDXに取り組んで」おり、米

国（同39.4％）よりも取り組みが進んでいる。

一方で、米国では101人以上300人以下の企

業で同38.8％、301人以上1,000人以下の企業

で同49.1％であるのに対し、日本では101人以

上300人以下の企業で同17.9％、301人以上

1,000人以下の企業で同25.6％と、規模が小さ

な企業における取り組みは遅れている。

なお、100人以下の企業においては、「全社

戦略に基づき、全社的にDXに取り組んでいる」

企業は日本の11.4％に対して米国では同18.9％

であり、101人以上の企業と比較して差は小さ

く、どちらの国においてもDXが進んでいない。
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（資料）DX白書2023　第1部　第2章　図表1-7　DXの取り組み状況　

（図表1）DX取り組み状況　日米比較

４	DX白書2023　独立行政法人情報処理推進機構社会基盤センター、2023年2月　
	 https://www.ipa.go.jp/publish/wp-dx/dx-2023.html　2023年3月10日閲覧
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（図表2）DX取り組み状況　日米比較（従業員規模別）

（図表3）業種別のDX取り組み状況（実施度合い）
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（資料）DX白書2023　第1部　第2章　図表1-8　DXの取り組み状況（従業員規模別）

（資料）DX白書2023　第2部　第2章　図表2-6　DXの取り組み状況（従業員規模別）
総務省「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究（2021年3月）」
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次に、業種別に日本企業のDX取り組み状況

を見よう。

図表3は、総務省が実施した2020年度の調

査研究事業「デジタル・トランスフォーメーシ

ョンによる経済へのインパクトに関する調査研

究」5に基づいた資料である。サービス業では、

「実施していない、今後も予定なし」が多い。「医

療、福祉（78.7%）」が第1位、「漁業（75.0%）」

が第2位、「生活関連サービス業、娯楽業

（66.5%）」が第3位、「運輸・郵便（66.2%）」が

第4位、「宿泊業、飲食サービス業（65.8%）」

が第5位であり、1位、3位、5位がサービス業

で上位に位置している。

このように、日本においては、規模別には中

小企業において、そして業種別ではサービス業

においてDXへの取り組みが進んでいないこと

が見て取れる。

２．�中小サービス業における DX 導入への
課題

（１）DX とは

DXとは、企業がビジネス環境の激しい変化

に対応し、データとデジタル技術を活用して、

顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、

ビジネスモデルを変革するとともに、業務その

ものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変

革し、競争上の優位性を確立することである6。

確かにIoT機器の発展により、現場のデータ

を計測することが出来、そのデータの分析を迅

速にかつ正確に行えるようになっている。また、

AI技術の発展により、人が毎日行う行動や気

象情報など、オンライン上で拡散する様々な情

報を広範囲に細かく分析することが出来るよう

になってきた。さらには、その分析結果を受け

て最適な選択肢を想定し、最適な回答を求める

ことを自動で行うことが可能になっている。

このような環境の変化を受けて、企業も変化

しなければならない。それが、DXを推進する

大きな理由である。データの収集と分析を自社

のビジネスに活用するために組織を変化させる

など、積極的にデジタル技術等を活用していく

必要がある。

中小サービス業においても、IT化推進をDX

につなげ、成功している企業がある。自社の入

手できるデータを整理した状態で収集し、その

分析を、自動的に行うことも可能になっている

ためである。さらには、分析結果からAIを活

用することで需要予測を行い、計画的な業務運

営に活かしている。

しかしながら、多くの企業においてDXが進

んでいないという現実がある。そのため、多く

の先行研究が、どのような対応がDX推進に必

要なのかについて述べている。

（２）DX が進まない理由

なぜ多くの企業のDXが進まないのであろう

か。DX導入にあたって、必要なものについては、

多くの本・雑誌・論文に記載されている。その

主なものは経営トップの決断や関与、IT人材

の確保などであり、個々にさまざまな議論が

ある。

５	脚注2と同じ
６	脚注1と同じ



2023.810

　①経営面について

まず最初に、経営面についてであるが、DX

は中核事業を活性化しながら破壊的な新製品

や新サービスを立ち上げることという主張か

ら、「主力事業の絶え間ない改善（知の深化）」

と「新規事業に向けた実験と行動（知の探索）」

の推進が必要であるという意見がある（フラン

ケンバーガー他2021）。

また、業務改革（いわゆるDX）には、強力

な社内体制を作る必要があり、各部門メンバー

を集め、権限や役割を決めることが必要と主張

している（大野2022）。Saldana（2021）は、

DXが失敗するのは経営トップの決断や関与が

不十分であると主張する。つまり、①経営層の

DXに関する知識不足から、②部下に過度に権

限を委譲し、③システム開発を外部ITベンダ

ー企業に依存してしまう。すると、システム導

入にあたって、④組織内からの反発を生むため、

ITの導入やDX推進が難しくなってしまうと主

張している。

経営層はDXを推進しているITベンダー企

業や専門組織に任せるのではなく、各事業部門

が現場でソリューションを考えられるように体

制を整備すべきと主張するのはIansiti & 

Nadella（2022）である。彼らは現場のソリュ

ーションが現場独自の固有のものにならないよ

うにすべきで、最初のIT化以降、データの共有・

統合が図られるようにすべきであるとしてい

る。陣崎（2022）も、部門をまたいでシステム

を導入し情報を共有できる体制を確保すべきと

している。

工場管理（2022）の特集では、DX推進を阻

むものに、①人の壁、②歴史の壁、③データの

壁があるという。人の壁とは従業員のITリテ

ラシー不足、歴史の壁とは過去の成功体験から

くる変革の必要性に対する認識の欠如、データ

の壁とはアナログデータ（紙ベース）が残存し

ていることや部門間のデータがバラバラな基準

で保管されており相互での活用が出来ないとい

うものである。

このように、経営トップの決断や関与、経営

層のDXに関する知識不足については既に多く

の示唆が提供されている。以上の議論について

は、サービス業や中小企業に特有のものではな

く、全企業に当てはまるものと考えられる。

　② IT 人材の確保・育成について

IT人材の確保が難しいという声も多い。

DXに対応できるスキルを持ったITエンジニ

アなどの人材は、東京などの大都市に集中して

おり、かつ当該分野の技術者は少ないため、採

用にかかる費用が高い（工場管理2022）。

ITエンジニアは、「自分がこの職場で成長し

ているか」「自分のスキルを活かせる職場であ

るか」という考えをもっており、自らの興味関

心で平均2-3年で職場を移動することが多い

（松岡2020）。例えばある企業でDXのためにシ

ステムを導入したとして、そこで働くITエンジ

ニア（IT人材）は、開発・導入時期にはその

仕事に興味があるものの、一旦導入されて保守

作業や軽微なシステム変更などの業務が主とな

ってくると、自分の能力の発揮もしくは能力の

向上が出来ないと判断する可能性がある。大企

業のように継続的に大きなシステム開発が続く

ような場合を除いて、優秀なIT人材を自社で

抱えることは難しい。また、製造業にはITリ
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テラシーの有無は別にしても理系の人材が多く

存在するため、今後社内で育成することができ

る（工場管理2022）と示唆している。裏返せば、

サービス業では理系人材が少ない、もしくは存

在しないとみられ、社内で育成するのは比較的

困難であると考えられる。

IT人材の確保・育成という点では、中小サ

ービス業は厳しい状況にある。

（３）先行研究からの示唆と対応策

中小サービス業は、宿泊・飲食・介護・看護

という労働集約性の高い業種を含み、規模が小

さいが故に、業務の効率化の余地も小さく、人

材面での制約も強いため、経営層のIT化やデ

ジタル化を推進するという意識が薄かったので

はないかと推察する。現在、クラウド7を利用

することで自社独自のシステム開発をする必要

がなく、利用する量に応じて課金される従量制

により、システム導入コストは大幅に低下して

いる。このような環境になった今こそ、中小企

業において、IT化やデジタル化を進めること

ができるのではないだろうか。

　①�中小サービス業における DX 推進の可能性

中小サービス業においてDX導入が進んでい

ないということは、推進の余地があるというこ

とだ。

Kotler （1984）は、サービス業の特徴は①無

形性／非有形性、②同時性／不可分性、③異

質性／変動性、④消滅性／非貯蔵性にあると

した。確かに、サービス業の特性のうち、機械

化、情報・通信技術の発展に伴い、IT化やDX

化に取って代わられる部分は他の業種同様に

存在する。しかし、サービス業には、サービス

を提供する側と提供される側を切り離すことが

出来ないという「同時性／不可分性」の部分が

残っている。接客というサービス業においては、

「非接触では出来ない」という点が特徴である。

例えば介護事業においては、非接触では介助

（体を支える、食事を口まで運び嚥下している

かどうか確認するなど）が出来ない（秋葉

2021）。

元々、サービス業においては、接客が大切と

言われながら、その効果が数値化しづらいため

に、接客の重要性について理解されていない（宮

野2020）。だとすれば、接客というコア業務が

あるのであれば、それ以外についてのDX推進

の余地は大きい（山川2022）とも考えられる。

表面的な生産性の向上、効率を良くするなどは、

機械が上手であり、人間が行うのはもったいな

い（宮野2020）。サービスという、目に見えない、

数値化しづらいものだからこそ、非接触部分に

ついてはIT化を進め、均一なサービスが提供

出来るようにすべきである。そして、接客を伴

う業務において、それぞれの企業が独自性を維

持する必要がある。

中島（2022）は、中小企業と大企業では、（DX

に）投入する資金が違うし、規模が大きい方が

生産性向上に繋がるのではないかという発想に

対して、規模の拡大がサービス業の生産性向

上につながるという確証は得られていないとい

う。たとえば、主観的品質（吉岡2015）や、あ

７	クラウド（クラウド・コンピューティング）とは、インターネットなどのネットワーク経由でユーザにサービスを提供する形態のことを指す。従来は、企
業は自社内のサーバーに自社独自のサーバーやネットワークを構築する必要があり、多額の初期コストが発生していた。初期コストの削減に加えて、ク
ラウドは利用分の費用のみ負担するものであるため、ランニングコストも抑制することが出来る。
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たり前品質（狩野ほか1984）のように、利用者

のニーズは多様である。サービス業においては、

都度変化する顧客の満足度に合わせる必要が

ある（髙橋2015）。加えて、サービスはそのサ

ービスを使用する価値を、利用者である顧客と

一緒に創り上げるものである（澤谷2015）。

これらの考え方を整理すると、サービス業に

おいては、顧客と直接接触することで可能とな

るサービス以外の業務について、IT化の余地

が大きいと言えるのではないだろうか。

　②具体的な対応策

中小サービス業にはシステム開発やシステム

販売などを主業務としている業種が含まれる

が、ここからは、中小サービス業という場合に

は、それらの企業を除き、宿泊業、飲食業、介

護・看護のような、顧客と直接接点がある労働

集約型の業種を対象として考えることとする。

DX推進にはIT化、デジタル化から始める必

要があるが、IT人材の確保・育成は中小サー

ビス業にとっては難しい課題である。中小サー

ビス業は理系人材が少なく、また、規模的にも

社内にシステム開発部門を持っていることが少

ない。従って、システム開発をする際にはベン

ダー企業に依存することになる。ところが、シ

ステムのユーザー企業は委託による「コストの

削減」を意図しており、ベンダー企業は受託に

よる「低リスク・長期安定ビジネスの享受」を

意図するという関係性になっている。社外のベ

ンダー企業に過度に依存することは、長期的に

見てコスト増となる（土屋2022）。協力して「新

しい価値の創造を模索する」体制が築けていな

いため、中小サービス業は、システム開発を行

うベンダー企業との「共創」が必要である（DX

レポート2.1（DXレポート2.0追補版）（概要）

2021年8月（経済産業省2021））。

図表4のように、経営層は自社内部からDX

の戦略を考える人材を選定し、権限を与える。

戦略を考える人材は、システムの導入・開発に

ついて社外のベンダー（システム開発エンジニ

ア）に依頼する。現場に対しては、システム化

してもらいたい内容をヒアリングする。そして、

戦略を考える人材は、ヒアリングした内容をシ

ステム開発エンジニアに伝達し、現場の声に沿

った開発を依頼する。一見、現場の意見を聞き、

それを取りまとめてシステム開発を行うこと

で、DXが推進されるかのように見える。しか

しながら、この体制ではシステム開発エンジニ

アと現場の間に接点がなく、要望に対応するの

みとなってしまう。よって、往々にして「シス

テムの過剰な作りこみ」に至る。なぜなら、現

場は自らが現在行っている業務負担をシステム

導入により軽減したいと考えてしまうので、全

体的な業務改革まで考えが及ばないためで

ある。
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DXはITを使ってビジネスを変革することな

ので、ITとビジネスの両方を理解しないと達

成が困難である（天野2021）。そこで、システ

ム開発エンジニアというシステムに精通した人

材と現場でビジネスの運用を知り尽くしている

者とが、意見を交わし、戦略を考える人材と共

に、どのようなシステムが最適かを決めていく

方法が良い。

経営層は、自社の強みを生かすためにITで

何をしたいのかを明確にしたうえで、システム

が単純な事務負担軽減のみではなく、事業変革

につながるものであるように、戦略を考える人

材に対して指示をする必要がある。経営層は戦

略を考える人材として自らが、もしくは戦略を

考える人材と共に、旗を振らなければならない

のである。そして、経営層の指示のもと、戦略

を考える人材は常に現場の意見に耳を傾け、現

場とシステム開発エンジニアとともに当該企業

にとって最適なシステムを開発・導入するよう

に方向を示す必要がある。

つまり、図表5のように、現場とシステム開

発エンジニアが双方向で意見を出し合い、現場

のニーズに最適なシステムであり、かつ、当該

企業の強味を活かすのに最適なシステムの開発

を「共創」することが必要である。

（図表4）DX推進するのに不十分な体制

（土屋（2022）、天野（2021）より筆者作成）
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さて、「共創」するためには、現場の従業員

にDX推進という「共創」に関わってもらう必

要がある。ところが、歴史の壁という、過去の

成功体験からくる変革の必要性に対する認識の

欠如によるIT化やDX推進への反発がある（工

場管理2022）。そこで、変革する（オペレーシ

ョンを変えていく）時には、実際に現場で働い

ている従業員の心を動かすような対応が必要で

ある。IT化により生産効率が上がっても、（入

力等のオペレーションで）従業員に負荷がかか

るのであれば、従業員に何かを押し付けている

だけで、本質的な解ではない（新村2017）。対

応策として、非技術系の従業員が使いやすく、

アクセスしやすい環境を作ることが大切である

（Iansiti & Nadella2022）。例えば、現在手動で

データ入力をしているものが、デジタル化によ

り自動化が進み、結果的に従業員の負担軽減に

つながることを理解させることも大切である

（工場管理2022）。

環境を作れば、従業員も進んで利用する。そ

して、利用することで従業員のITスキルが向

上するとともに、システムの活用が進み、従業

員がシステムを活用して業務変革に自発的に取

り組むという好循環になるということだ。従っ

て、収益や効率という数字ではなく、従業員の

働く環境が改善するということを、経営層や戦

略を考える人が現場の従業員に対して見せる

必要がある。なお、本稿において「働く環境の

改善」という場合に、人事制度改革には言及し

ない。あくまでも、サービス業として従業員が

顧客との接点に就業時間の多くを割くことが出

来る、顧客により良いサービスを提供し満足度

を高めることが出来るという点において働く環

境の改善を捉えることとする。

（図表5）DXを推進することに適した体制

（土屋（2022）、天野（2021）より筆者作成）
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３．事例紹介

ここでは、DXへの取り組みが現在進行形で

うまくいっている企業の事例を、利用している

システムを開発した企業と合わせて紹介する。

事例1の株式会社陣屋コネクト（以下、陣屋

コネクト）は、株式会社陣屋（以下、陣屋）と

いう旅館が自らの業務をデジタル化し、そのシ

ステムを他の旅館業でも利活用してもらうため

に別会社として設立した会社である。

事例2の株式会社インフォファーム（以下、

インフォファーム）が開発したMedicareは、

訪問介護・訪問看護など訪問サービス向けのシ

ステムである。利用しているのは、松波総合病

院という岐阜県内で中核医療を担う病院で、訪

問介護・訪問看護・訪問リハビリ、居宅の部門

で利用されている。もともとはサービス利用者

の状態を記録した資料をデジタル化することを

意図していたが、紙を減らすという効果以上に

情報共有や研修効果などのメリットがあると

いう。

事例3の株式会社インフォマート（以下、イ

ンフォマート）は飲食業向けのシステムを開発・

販売している（BtoBプラットフォーム、メニュ

ー Plus）。株式会社Goals（以下、Goals）はメ

ニュー Plusと連携可能なサービスを開発・販

売しており、天候、予約状況などの情報を加え、

AIを活用した需要予測を行うことで無駄のな

い発注を可能にしている（HANZO自動発注）。

株式会社福しん（以下、福しん）はメニュー

PlusとHANZO自動発注（以下、HANZO）を

利用することで、発注業務の負担軽減を目指し

ている。

システム開発を行うベンダー企業とシステム

利用者が、開発の過程でどのような対応をした

のか、何がDXを成功させているのか、共創と

いう観点から、具体的な内容を紹介する。
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（１）�旅館業用のシステム開発と陣屋コネク

ト設立に至るまでの経緯

陣屋コネクトは、陣屋のシステム開発からス

タートした。

宮﨑CEO（陣屋の女将：以下、女将）は、

2009年10月に陣屋の事業を継承した。その当

時の旅館の業務は、アナログでの対応に終始し

ていた。例えば予約は紙の台帳で管理し、情報

共有はコピーを配布していた。また、連絡事項

は広い旅館敷地内なので内線電話を利用して

おり、繁忙時には「電話が鳴っていても応答で

きず、掛ける側もかかってきた側もイライラす

る」ことが日常的に発生していた。

そこで、女将と社長（当時の社長：元エンジ

ニア：以下、社長）が中心となって、陣屋で利

用するためのシステム開発を始めた。開発は、

紙に代わる記録方法、電話に変わるコミュニケ

ーションツールが必要だという意識で取り組み

始めた。

最初に手を付けたのは予約システムで、紙ベ

ースでの管理から電子媒体での管理に切り替え

た。開発を始めて2か月目に、社長とシステム

エンジニアの2名で使い始め、3か月目からフ

ロントメンバー 3名（女将と40-50代の女性2

名）を加えた合計5名が使うようになった。

徐々に機能を増やし、利用する人にライセン

ス（システムにアクセスするためのID）を配布

していった。一斉に導入したのではなく、開発

に伴ってシステムが利用可能となった順に、調

理場、接客、パートの清掃スタッフへと利用者

を増やすには段階を踏んだ。

システムは従業員が使わないと意味がない。

そこで、皆が使用していくように仕向けるため

に工夫をした。例えば、予約の台帳は鍵付きの

キャビネに保管し、鍵は女将と社長の2名が保

管した。従って、他のスタッフは紙の台帳を見

ることが出来ず、自然と配布されたライセンス

を利用してタブレット等で記入・確認するよう

社　名 株式会社陣屋コネクト 株式会社陣屋
設　立 2012年4月11日 1918年
代表者 代表取締役CEO　宮﨑知子 代表取締役女将　宮﨑知子
資本金 1億円 1億円

事業内容

ホテル・旅館向けクラウドアプリケーションの
開発・販売・サポート／地域が一体となった
おもてなしを実現するための面的ITソリュー
ションの提供／アクティビティ含むパッケー
ジ旅行商品の企画・販売、地域観光PR・宿泊
施設送客支援、デジタル活用支援／「緑屋ブ
ランド」宿泊施設の企画・運営・コンサルテ
ィング

旅館「鶴巻温泉　元湯　陣屋」の運営

所在地 神奈川県秦野市鶴巻北2-8-24 神奈川県秦野市鶴巻北2-8-24
従業員数 18名（2023年3月現在） 42名（2023年3月現在）

（事例1）株式会社陣屋コネクト（株式会社陣屋）

（注）株式会社陣屋コネクト　代表取締役CEO、株式会社陣屋　代表取締役女将　宮﨑知子氏に2023年2月20日にインタビュー実施
（出所）株式会社陣屋HP（https://www.jinya-inn.com/index.php/topic/home_ja） 2023年3月17日閲覧

株式会社陣屋コネクトHP（https://www.jinya-connect.com/）　2023年3月17日閲覧
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になった。紙ベースの台帳で情報を確認したい

という申出には、女将の許可を得て、目の前で

閲覧し、確認後はすぐにキャビネに収納して施

錠する。旅館は24時間体制なので、夜は女将

と社長が台帳を家に持ち帰るなど、システム利

用を徹底した。

一方で、システムの使いやすさを追求し、工

夫を重ねた。電子機器に苦手意識がある従業

員に対しては、手入力が苦手な人を想定して、

システムで入力する部分を極力短くするように

した。結果、最初に導入したフロント業務の担

当者は、1か月で入力速度が大幅に改善した。

旅館全体のシステムを連動させる程度までシ

ステムを構築するのに、2年半を要したが、そ

の間に、陣屋の赤字は黒字に転換した。ところ

が、そのころには、皆がシステムに慣れ、現場

から改善要望が上がってこなくなった。社長は、

このままでは進化がとまってしまうという切実

な思いを持ち、利用者を増やすことで、（シス

テムに対して）より厳しい声を聞いて開発した

いと考えた。2012年4月に、株式会社陣屋コネ

クトを設立し、陣屋向けに開発したシステムを

外部の同業者にも販売開始した。

（２）システムの特徴

「陣屋コネクト（システム名）」の特徴は、旅

館業を営む陣屋とそのグループ会社（陣屋コネ

クト）が開発しているということ。自分たちが

欲しい機能、必要な機能をシステムに盛り込ん

でいる。さらに、陣屋で先に使用して、システ

ムが機能することを確認してから利用者用にリ

リースしていく。2週間に1回はマイナーチェン

ジも含めてバージョンアップしている。見え方

を変えたり、画面展開を変えるという細かな改

善であるが、利用者に使い勝手の良いシステム

になっている。

陣屋では、従業員はシステムが更新される都

度、その使い勝手についてリスポンスを返すこ

とが必須になっている。つまり、小さな不具合

をすぐに見つけて陣屋コネクトに報告する仕組

みが出来ている。このとき、陣屋の従業員は、

業務を止めず、お客様に迷惑をかけないように

対応する。その上で、「（システムを）このよう

に変更したら良い」という助言を行っている。

そうはいっても、システムの不具合により陣

屋に対して旅館利用客のクレームが発生するこ

ともある。そのような場合に、陣屋ではオペレ

ーションで対応するノウハウを蓄積している。

システム改修には、数時間、長ければ1日かか

ることもある。そのような時には、陣屋コネク

トの利用者（旅館など）に対して「陣屋ではこ

のような対応で解決しています」というアドバ

イスが出来る。

システム開発を行う際には、その機能が必要

か否かについて吟味することが大切であるとい

う。自分たちの仕事に合ったシステムにするた

めに、どこまで作りこむのかについては、常に

気にしている。システム開発予算は限られたも

のであり、細かなところに注力すると大きな流

れが見えなくなってしまうためである。

「陣屋コネクト」の利用者からライセンスフ

ィーを受領しており、その中で必要な開発を進

めるということを意識している。技術者は、依

頼されたことを全て形にしたいと思うものであ

る。しかし、経営者としては、使用頻度の低い、

細かな作りこみは不要であり、取捨選択が必要
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と考えている。また、全て自動化しなくても、

オペレーションで7割カバーできるという経験

則もある。

（３）DX を継続する DNA の醸成

システム導入にあたり、従業員の反発はある

程度想定していたと女将はいう。ただ、「経営

者としてこのままの状態は放置できない」とい

う強い意志を持ち、前述の予約システムへの入

力のように、トップダウンで導入を進めてい

った。

例えば、勤怠管理のシステムの導入時に、従

業員の中にはシステムの利用に尻込みする者も

いた。そこで、勤怠管理システムの「ログイン

して出勤ボタンをPC上で押すという作業」に

ついて実施しないと給料が支払われないルール

にし、システムの利用を推進したところ、全員

がその作業を行うようになった。

その後、システムが稼働し、事務作業が円滑

になっていく過程で、人員も徐々に適正水準ま

で減っていった。もちろん、早期退職勧奨など

ではなく、自然減によってである。

女将と社長は、他業種から入ってきて陣屋を

継いだため、他の宿がどのようなオペレーショ

ンをしているのかを知らなかった。そこで、陣

屋コネクトを販売することで、良い理念を持っ

た、良い宿の良いところを吸収することが可能

になるのではないかと考えた。システムを納入

して関われば、内部事情にも触れることができ

る。そして、困りごとが同じ・似ていると思えば、

皆で一緒に解決することで一緒に成長できるの

ではないかと考えた。システムを納入した宿の

成長を陣屋にフィードバックすることで、陣屋

もさらに進化出来るのではないかとも考えた。

従来、システム開発会社はシステム納入企業

に開発者を1人・2人を常駐させるので、開発

費が高くつく。宿泊業は手元資金が潤沢でない

先が多い。陣屋のオペレーションになじむシス

テムを自ら開発し、安価に使える仕組みにすれ

ば、宿泊業を営む同業者に利用してもらえるの

ではないかと考えた。そのため、利用者毎の作

りこみとなるような開発は一切行わないことと

した。カスタマイズが可能な部分もあるが、個

別の利用者（企業）に特有な独特な仕組みに

はせず、逆に他の汎用性の高い機能は優先順

位を上げて開発することとした。

旅館業では施設ごとにエンジニアを雇用する

のは大変だと思うが、「陣屋コネクト」という

システムを利用することで、利用者全体がエン

ジニアを雇用しているというイメージを考え方

の中心に置いている。
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（１）�介護・看護のサポートを行うシステム

（Medicare）

社会医療福祉法人蘇西厚生会 松波総合病院

（以下、松波総合病院）では、インフォファー

ムの開発した、介護福祉施設用のシステムアプ

リ「Medicare」を利用している。

1902年に松波病院として開設した松波総合

病院は、地域の中核病院としての使命感がある。

1988年に、地域で初めて老人保健施設を設置

した。また、地域医療に資するものとして介護

保険が始まる頃（1997-2000頃）には訪問で行

う介護・看護・リハビリを取り扱うようになった。

2000年には、居宅介護支援事業所まつなみ（現

まつなみケアプランセンター）を開設、さらに

2005年には、まつなみ訪問介護ステーションを

開設している。

Medicareの導入前、松波総合病院では、病

院のカルテは電子カルテになっていたが、在宅

部門（訪問看護、訪問介護、訪問リハビリ）は

紙ベースで行っていた。世の中が電子化（紙を

なくす）方向に動いたところで、在宅部門につ

いても「ペーパーレス化」を考えるようにとい

う病院経営陣からの指示があった。

ところが、在宅部門の担当者はITの知識が

あるわけでもなく、どんなシステムを導入する

のが良いのかわからず、ネット広告等でシステ

ム導入にかかる情報を集め始めた。「お金をか

けて導入するということは、失敗したら損失と

なる」という不安があったため、インフォファ

ームの対応の良さ（「価格面」も含めて）から、

Medicareを導入することにした。このとき、病

院側のシステムはNECでカスタマイズしてお

り、それを在宅部門用システムとつなげるのは

難しいと言われたが、Medicareを導入し、シ

社　名 株式会社インフォファーム 社会医療法人蘇西厚生会 松波総合病院
設　立 1969年11月17日 1902年
代表者 代表取締役社長　辻　雅文 病院長　松波　和寿
資本金 8,000万円 ※病床数　501床

事業内容

情報システム設計・開発・運用保守／各種自
社パッケージ製品の設計・開発・運用保守・
および販売／情報機器、パッケージソフトウ
ェアの販売・保守・メンテナンス／ネットワー
ク、サーバー、セキュリティ環境の提案・設計・
構築・運用保守／情報システムの開発・運用
保守等アウトソーシング業務の受託、要員派
遣／オフィス家具・業務用家具などの販売、
内装工事、各種特注家具の設計・製作　等

社会医療法人蘇西厚生会は、主に松波総合病
院、まつなみ健康増進クリニック、松波総合
病院介護老人保健施設の3施設からなる。
地域医療支援病院、地域災害拠点病院に指定
されており、地域完結型医療の拠点として救
急医療、高度急性期医療だけでなく、急性期
医療が終了し社会復帰のためのリハビリテー
ション等を含む、いわゆる回復期医療にも注
力している。

（取材対象は在宅部門（訪問看護、訪問介護、
訪問リハビリ）

所在地 岐阜県岐阜市柳津町流通センター1丁目8番地4 岐阜県羽島郡笠松町田代185-1

従業員数 260名（2023年3月現在） 1,438名
（パート・アルバイト除く、2023年4月1日現在）

（事例2）株式会社インフォファーム（社会医療法人蘇西厚生会松波総合病院）

（注）�株式会社インフォファーム　DX事業部　部長　神谷圭一氏、DX事業部エキスパート宗宮敦子氏に2023年2月16日インタビュー実施
社会医療法人蘇西厚生会松波総合病院　介護・在宅本部副部長　早藤麻衣氏に2023年3月14日インタビュー実施

（出所）株式会社インフォファームHP（https://www.infofarm.co.jp/）　2023年3月22日閲覧
社会医療法人蘇西厚生会松波総合病院HP（https://www.matsunami-hsp.or.jp/）　2023年3月22日閲覧
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ステムを接続した結果、患者の情報である、病

院での診察内容や入院時の状態などと在宅部

門で収集したデータを共有することができるよ

うになった。これにより、担当者が訪問時に介

護、看護、リハビリを行う際に紙ベースの資料

が綴られたファイルを持ち歩かずに済むように

なった。また、スマホやタブレット端末等で情

報にアクセスできるため、過去の訪問時に行っ

たサービス内容の記録や患者の状態も、タブレ

ット端末で写真も交えて保存することが出来る

という使い勝手の良いシステムを構築すること

が出来た。

（２）システム導入のハードルを乗り越える

前述の通り、システム導入に際しては、トッ

プダウンでの指示から始まった。

入院していた患者が退院し自宅で療養する

際には、訪問介護や訪問看護、そして訪問リハ

ビリなど、在宅部門のサポートを受けることに

なる。病院内では電子カルテで医師・看護師が

情報を共有できる。しかし、在宅部門は患者の

情報を印刷して紙ベースでファイルに綴りこ

み、そのファイルを持ち出して患者の元に行き、

ファイルの情報を見て適切な対応を行うことに

なっていた。また、患者の情報を病院側と共有

しようとしても、紙に手書きで行い、それをフ

ァイルに綴り、必要な分をコピーして担当の医

師に伝達するなどしていた。

システム導入を推進した担当者は、当初から

在宅部門の情報と病院内の情報が相互につな

がり、情報を共有できるようにと意識していた。

そして、紙を削減出来ること、訪問時の記録作

成がスムーズにできることなどを含めたシステ

ムをインフォファームに制作してもらうことと

した。当初は病院のシステムと在宅部門のシス

テムをつなぐことに消極的であったシステム担

当者を説得し、経営層の理解を経て、両システ

ムを接続することが可能となった。

システム導入に際しては、そのシステムを利

用する方向に従業員の気持ちを向かわせること

が大切である。松波総合病院の場合は、トップ

ダウンであり、まずは使うことを徹底した。最

初は患者（在宅サービス利用者）のうち3名に

絞り、その方々を訪問する人がローテーション

の中で関わるようにしていった。特定の人に限

定してシステムを使用させるのではなく、ロー

テーションの中で使用するので、手順が一斉に

変わるという負担感が無く、かつ、紙ベースで

の記録作成とシステム利用を比較し、使い勝手

などの情報を共有することが出来た。その後、

システムへの慣れや紙ベースよりも使い勝手が

良いという反応を見ながら、徐々に広げていっ

た。訪問でサポートを行う際、従業員は外出先

ではタブレットで入力を行う。若い人は機械の

扱いに慣れているので、作業を覚えるのが早か

った。

使い勝手の面では、訪問時に、画像や動画

が保存できることでのメリットが大きかった。

病状なども写真・動画があれば説明しやすい。

次回の訪問を引き継ぐ者も、例えば足首が20

度曲がると言われても、文字で表されているの

と、写真があるのとでは確認の精度が違う。

また、介護の現場では、高齢の利用者から、「も

のが置いてある場所を動かさないでほしい」と

いう要望がある。そんな時は、訪問時に最初に

写真を撮り、帰るときにその写真をみながら並
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べなおしておけばよい。

加えて、タブレット上からは動画によるマニ

ュアルなども含めて閲覧することができるた

め、従業員は介護・看護の隙間時間にタブレッ

トを見て予習・復習をするという副次的効果も

あった。

現在、紙ベースの記録は基本的に「無い」。

ケアマネジャーから送られてくるサービス計画

書や開業医から送られてくる指示書や診療レポ

ート、利用者のサインが必要な訪問看護・訪問

介護の利用者用計画書など、「紙」で残さなけ

ればいけないというルールがあるものだけ、残

っている。

しかし、手放しに全てが良くなったとは言え

ない。今まで全く記載をしていなかった、電話

での相談結果も記録することになった。従業員

の意識はといえば、日々の業務での手作業によ

る記録が減った分、新たに記録をすることにな

ったとしても、その対応を行うことが訪問サポ

ートの質の向上につながっていると感じてお

り、不満の声は出ていない。

介護の現場で働くスタッフは全員40-50歳台

である。一方、若い看護師は増えている。彼ら

は介護・看護に関する「思い」がある。

松波総合病院は、在宅部門の定着率は高い。

看護は30代後半から40代が多いため、3-4年

前から若手の雇用を増やすという方針で採用し

ている。半年がターニングポイントで、そこを

乗り切れると定着すると思っている。

訪問看護は、利用者から連絡があればすぐ

に駆け付ける。そのために、深夜の待機（夜間

の電話当番）にもローテーションで対応するよ

うにしている。そんな時にも、Medicareは大き

な効果を発揮している。若手担当者にとって、

自分しかいない時に（急遽訪問してほしいとい

う）電話を受けて、それから紙のデータを探す

のではなく、まず最初にタブレットで「病状」

や「過去の経緯など」を確認し、話を聞くこと

が出来る。従業員の働き方の改善、プレッシャ

ーからの解放ができる。前述のように、隙間時

間での研修材料としても、Medicareのシステ

ムは生きている。

（３）システム開発と継続サポート

インフォファームは1969年に中部コンピュー

ター株式会社として創業。その後、時代の潮流

に合わせ、オフィス機器販売に加えてシステム

開発も開始。2004年に現在の社名（株式会社

インフォファーム）に変更した。

岐阜県内で企業向けのシステム開発をしてい

るのがDX事業部。介護、水産、農業などさま

ざまな業種用のパッケージ開発をしている。全

社的には、ハードウェアとソフトウェアのみで

はなく、働く環境で必要なものを全てワンスト

ップで対応できるようにしている。

インフォファームは営業とシステム開発を行

う人材が同一で、同一人物がシステム開発を行

うために企業と向き合う体制になっている。シ

ステム開発側の視点からは、「なぜDXが失敗

するのか」という問いに対して、顧客側（シス

テム利用者側）が目的を持たずにとりあえずシ

ステムを導入しようという考えだからだという。

松波総合病院の場合、紙ベースの仕事を無

くし、使い勝手を良くしたいという点に加えて、

病院側との情報共有を行うことで患者のケア向

上につなげたいという意識があった。システム
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開発にあたり、既存の業務負担の軽減というこ

とは要望として出てくるのだが、それをもって

患者のケア向上につなげるという意味をシステ

ム開発側に明確に伝えてもらえれば、それに沿

ったシステム開発ができる。

他社のパッケージ製品は、顧客に合わせたカ

スタマイズはしない、もしくはカスタマイズし

たとしても高額な費用がかかると聞いている。

もちろん、高くてもメリットが出れば良いのだ

が、カスタマイズしないことで良い面までもシ

ステムに合わせてしまうと企業の個性がなくな

ってしまう。いかにお金をかけずにオーダーメ

イド的なものを作れるかが、中小企業にとって

大切だと認識している。

インフォファームの顧客は中小企業中心であ

る。中小企業では、元々一人が複数のタスクを

抱えて相互に協力して仕事をしている。一部の

事務をシステム導入により削減できたとして

も、その効果は限定的（人員削減が難しい）で

ある。

インフォファームのパッケージ戦略は、顧客

に合ったものを提供することによって、そのシ

ステムを10年（期限まで）使ってもらう。パッ

ケージのバージョンアップは無償で提供する。

このように、顧客ごとのカスタマイズ部分があ

るので、他の商品に乗り換えられないため、長

く使ってもらえるものとなっている。

また、DXが進まないのは、各企業において、

各部署がそれぞれ導入したシステムが繋がって

いないために、問題が発生しているのではない

かと考えている。

松波総合病院の場合は、病院での治療のほ

か、介護・看護・リハビリテーション・居宅な

ど全てを実施しており、その全ての情報連携と

ペーパーレスを目的に、カスタマイズしてオー

ダーメイドの作りこみをした。例えば、訪問看

護の場合、利用者の情報を見て対応したいと考

える。緊急に訪問するときや、複数先を訪問す

るときに情報がすぐにみられて、どのようなケ

アをすべきかがわかるようにしたいというニー

ズがあった。病院側が、従業員に対して安心し

て働ける場を提供したい、そして患者に対して

も最善のケアを届けたいということである。特

に、松波総合病院の場合は、終末期の患者の

自宅での介護も担っており、病状が急変した時

などは「早く駆け付けなければいけない」「フ

ァイルを取りに行く時間もない」「病状がわか

らない中での介護は不安」というジレンマを、

タブレット端末で情報を得ることが出来ること

で安心感に変えた。また、タブレットを通して

現場と本部・病院の連絡が取れるので、充実し

た内容のケアが出来るようになった。

このような、DXの目的が事務軽減ではなく、

働きやすさを目指しているという経営理念が明

確な場合はシステム開発もそれに沿ってできる

し、提案もできる。

DXの失敗例をみると、システムを入れたこ

とで終わりとしているケースがある。通常のパ

ッケージ製品は入れて終わりで「後はマニュア

ルを見てください」になる。インフォファーム

のサポートは、システムの納入後も新しく「や

りたいこと」が出てきた時には相談してくださ

いという体制にしている。また、パッケージ製

品を提供している同業者の利用状況についての

情報を持っているため、ある企業からシステム

の使い方についての相談があった時に、「この
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ような使い方をすれば対応できますよ」という

回答をすることができる。現場の活用方法を紹

介することで、システムの使い道が広がる。お

客様の中には、月1回ニーズを出してくれると

ころもある。

中小企業には、社内でシステム開発人材を育

てるように言われても時間がかかる。また、外

部から中途採用しても、開発が終わり、保守が

中心になると、興味を無くしてしまい、転職し

てしまうことも少なく無いと思っている。イン

フォファームという伴走型のシステム開発会社

は、企業のIT人材不足を補えると思っている。

Medicareの場合、パッケージの標準料金の設

定があり、導入費用は80万円程度、導入後は1

事業所1.5-5万円/月。事業所の規模によって

価格が違う。

現在、Medicareは医療介護版として80先に

納入している。開発して終わりとか、パッケー

ジを設定して終わりという対応はしていない。

中小企業が求めているのは、その後のサポート

である。インフォファームの担当者は、開発し

たパッケージを販売した先を訪問し、その後の

状況をヒアリングするとともに、新規開拓も行

う。販売先を定期的に訪問して困りごとを聞く

こと、それが、新規開拓先にも生きるようなバ

ージョンアップにつながる。

Medicareという製品を利用するお客様の意

見を聞きながら作りこんでいくと、お客様自身

が成長していくのがわかる。現場の担当者が自

ら「こんなこともできる」という自律的改革を

していくことが出来るようになっている。最初

は情報共有でスタートしたが、今はペーパーレ

スのためのツールとして活用の幅が広がってい

る。訪問する度に、業務改革の提言を出してく

れている。伴走型だからこそ、システムの利用

者の自立する力が出てくるのではないかと考え

ている。
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（１）�インフォマートの運営する BtoB プラッ

トフォームとメニュー Plus について

インフォマートは、インターネットが普及し

始める頃（1998年）に、食品のビジネスマッチ

ングをインターネット上で行うことを目的に創

業した。大都市にいる食品バイヤーと、地方の

生産者をインターネットでつなぎ、商談から発

注までを行うというものである。その後、フー

ド業界以外にも展開し、商談、受発注、規格書

（ここまでフード業界）、請求書、見積書、業界

チャネル、契約書、TRADE（トレード）の8

つのプラットフォームを運営している。現在利

用企業は85万社超、2022年度で流通金額は30

兆590億円である。

例えば、受発注サービスを利用すると、食材

の仕入れから発注業務が自動化される。さらに、

請求書サービスを利用すると、請求や支払いと

いった作業が自動化される。これにより、発注

業務、請求業務、棚卸業務といった業務が効

率化し、数値管理が容易になる。規模の拡大

には人手が必要だが、人件費を増やしたくない

という企業に適している。また、法改正による

事務手続きの変更にもインフォマートがシステ

ム上で法律対応に合わせて対応する。最近3年

程度で、電子帳票保存法、消費税率の変更、

軽減税率の開始、インボイス制度（2023/10に

開始）など法律改正や手続き改正の変遷があり、

個別企業で対応するには負担が大きい。フード

業界では特に人手不足が深刻で、接客以外の

作業負担を軽減したいというニーズに対応して

いる。

企業間取引をデジタル化する中で、BtoBプ

ラットフォーム上で蓄積しているデータを活用

できないかと考え、「メニューPlus」を開発した。

メニューPlusでは、①紙ベースもしくはエクセ

ルなど単独の媒体で行っていたレシピ管理をデ

ータ化し、検索や他のシステムとのデータ照会

を可能とし、②一つのレシピに対して原価がど

社　名 株式会社インフォマート 株式会社Goals 株式会社福しん
設　立 1998年2月13日 2018年7月 1964年11月
代表者 代表取締役社長　中島　健 代表取締役　佐崎　傑 代表取締役　高橋　順

資本金 32億1,251万円
（2022年12月末現在） 9,000万円 5,000万円

事業内容
BtoB （企業間電子商取引）プラ
ットフォームの運営

外食企業向け業務支援クラウド
サービスの開発・販売・運用支援

飲食店の運営、飲食店向けコン
サルティング、中華食材の販売、
不動産事業

所在地 東京都港区海岸1-2-3 
汐留芝離宮ビルディング13階

東京都港区芝5-3-2 
+SHIFT MITA 3F 東京都豊島区目白5丁目31番3号

従業員数 707名（正社員537名／派遣
170名　2022年12月末現在） 59名（2023年3月末現在） 320名（パート、アルバイト含む） 

（2023年1月現在）

（事例3）株式会社インフォマート、株式会社Goals（株式会社福しん）

（注）�株式会社インフォマートフードマーケティング部部長石塚賢吾氏、同エキスパートセールス部プロダクトプロモーション課課長町田
有弘氏、広報部部長平田宗生氏、矢内亜紀子氏に2023年2月2日にインタビュー実施
株式会社Goalsコーポレート本部部門責任者平賀祐輔氏、広報担当大川真理氏に2023年1月20日にインタビュー実施
株式会社福しん営業企画課長宮下雄一氏に2023年2月8日にインタビュー実施

（出所）株式会社インフォマートHP（https://www.infomart.co.jp/information/index.asp）　2023年3月22日閲覧
株式会社GoalsHP（https://goals.co.jp/company/info/）　2023年3月22日閲覧
株式会社福しんHP（http://www.fuku-sin.co.jp/）　2023年3月22日閲覧
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のくらいかかるかを自動計算させることで原価

管理の強化につなげ、③調理工程の管理（レ

シピに基づいて調理する際の難度・時間を測定）

を可能とした。例えば、メニューごとの原価は、

BtoBプラットフォーム受発注のデータを利用

し、原材料の仕入金額をもとに算定する。店舗

ごとの直近の仕入れ価格で原価を算定するの

で、店舗ごと、メニューごとの収益管理を可視

化できる。

（２）Goals の提供する HANZO とは

Goalsは、2018年創業のシステム開発会社で

ある。食品産業全体での食品ロスが9兆円にも

及んでいることなどの課題を憂慮しており、ま

ずは外食産業における生産性を向上するための

システムの開発を試みた。それがHANZOで

ある。

飲食店では将来の販売数量を予測して適正

在庫量を確保するために材料の発注を行う。発

注業務は店長など一定の経験を積んだ者が、

その経験から将来の数量を予測して行うのであ

るが、欠品を出したくない（販売機会を逃した

くない）という意識から、余裕を持った発注を

行い、結果的に過剰な在庫として廃棄されてし

まうという課題があった。

Goalsが提供するHANZOは天候情報なども

織り込み、雨天時の売上の落ち込みや季節によ

って変化する注文メニューのトレンドなども加

味して、AIが売上予測を実施するものである。

インフォマートのメニューPlusは店舗やエリア

別にレシピ原価が算出され、調理工程の管理・

共有がデジタル化される。

インフォマートが提供するメニューPlusには

直感的に操作可能な入力画面やレシピ作成の

アシストをしてくれる機能が搭載されている。

メニュー Plusはレシピ作成から管理・共有ま

での作業工程をデジタル化したシステムであ

る。これまで作業にかかっていた膨大な時間と

労力を削減し、人手不足や労働者多様化の課

題も解決する。メニュー原価の見える化により、

利益体質の経営実現のサポートとなった。

インフォマートは受発注をデジタル化し、

Goalsは自動発注という仕組みを開発すること

で、両社が協力するからこそ飲食店のバックヤ

ード業務の効率化に貢献している。特に、

Goalsは利用者目線でUI/UX8開発を行った。

一例をあげると、発注案を確認する際に、過去

に誰がどのような発注を行ったかを見ること

で、経験が浅いスタッフも（大きな違いが無け

れば）安心して発注確定することができるとい

うものである。

（３）福しんでの HANZO の活用

福しんは1964年創業。東京都豊島区を中心

に西武池袋線、東武東上線をメインに31店舗

を展開しているラーメンチェーン店である。

福しんの宮下氏によれば、高橋社長は、「100

年企業を目指す」と言っており、着実に店舗数

を増やしていく方針である。店舗を増やすため

にはその店舗を任せられる店長の存在が大き

い。従って、「人を育てる、人を持とう（育成

と採用）」と考えている。

８	UIは「ユーザーが目にする接点のすべて」を指し、単に視覚的なデザインだけでなく、操作性や機能性を含む。UXは「サービスを使用した際に生じる
ユーザー体験のすべて」を指す。UI/UXは、ユーザーが扱いやすい操作画面をデザインであること、ユーザー満足度が向上する設計であることをいう。



2023.826

福しんは、インフォマートのBtoBプラットフ

ォームを10年以上前から導入していた。そして、

店舗における閉店作業を圧迫する発注業務の

課題を解決したいと考えてBtoBプラットフォ

ームとシステム連携出来るHANZOの導入を決

めた。

高橋社長は、創業者である父から福しんを受

け継いだ。当初は上場を視野に社内体制整備

を行っていたが、飲食業界の労働環境（長時

間労働など）を見直すうちに、会社の上場より

も社員が幸せに働ける会社にすることが必要と

思うようになった。顧客との接点である接客は

大切なものとして残し、お客様に満足してもら

う。一方で、従業員の残業時間削減のために店

の営業時間外に行う作業負担を軽減することを

意識した。BtoBプラットフォームを利用してい

るのも、受発注・請求・支払いなどを営業時間

外に発生するバックヤードの作業を削減するこ

とが目的である。同時に、店舗の売上や支払い

の状況などを見える化することができ、店舗運

営に生かすことができている。

元々利用していたBtoBプラットフォームの

受発注というシステムは、店舗の発注ノウハウ

を持つ者が、システムに入力する必要があった。

そのために、在庫の確認等を行う必要があり、

発注案の作成に35-40分程度かかっていた。

HANZOを導入すると、5分で発注案が作成で

きるという例もある。

HANZOは、今まで発注作業を行ってきた店

長の「肌感覚」を活かせると考えて2022年1月

に導入・運用を開始した。比較的大きな店舗で

は効果が出ている。目標は全店で修正なしの比

率が80-90%となること。

現場からは、実際に発注作業が楽になったと

いう声が多い。今までは店長を育成するのに一

番のハードルは発注のノウハウだったのだが、

この点がHANZOに任せられるのであれば、か

なり楽になる。店長は、部下とのコミュニケー

ションや店舗運営の企画などの時間を確保する

ことができる。

現在、飲食業界では人手不足が深刻である。

今後、発注業務を経験したことが無い人ばかり

が店舗に配置されているというケースも発生す

る可能性がある。そんな時に、HANZOで発注

が可能となれば、従業員の負担が軽減されると

思っている。
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４．事例企業の取り組みと課題

（１）事例企業の取り組み

DX推進が進まない理由のうち、導入に関す

る社内での壁と、導入に対する人員特にIT人

材の不足という点に絞ってみてみよう。ここで

は、システムを利用する会社側の対応をまと

める。

株式会社陣屋 社会医療法人蘇西厚生会
松波総合病院 株式会社福しん

当初の導入の目的

紙に変わる記録方法、電話に
変わるコミュニケーションツ
ールの利用による情報共有と
連絡の徹底

在宅部門のペーパーレス化、
病院のシステムと在宅部門の
データ共有

営業時間外のバックヤード業
務（特に発注業務）の削減に
よる時間外労働の削減

副次的なメリット
（追加的な開発も含む）

システム改善への意見具申、
システムエラーにオペレーショ
ンで対応するノウハウの蓄積

訪問時、十分な情報を元にサ
ービスが提供できる
隙間時間にタブレットを利用
してマニュアル等を自主的に
勉強

発注業務の負担軽減
在庫管理を正確に行うことで、
HANZOの発注案に依拠でき
ることが確認できている

IT人材の有無
社長が元エンジニア。その後、
システムエンジニアを採用。

無（ただし、病院の電子カル
テ等を担当する部署にシステ
ム担当者が常駐）

無

システム開発会社の対応

陣屋コネクトは、開発したシ
ステムを陣屋でテストする。
陣屋はシステムの使い勝手や
不具合を陣屋コネクトに伝達
する体制が構築されている。
また、システムの不具合を陣
屋がオペレーションでカバー
する方法を蓄積している。

システム開発時には、松波総
合病院の担当者がインフォフ
ァームに直接要望を伝える。
インフォファームの担当者は
自らの経験とシステム開発に
関する知識に加え、業界の知
識を得るために、松波総合病
院の担当者と意見交換する場
を多く持つ（インフォファー
ムが定期的に松波総合病院を
訪問し、使い勝手や追加で必
要な機能についてヒアリング
し、迅速に対応している）

インフォマートとGoalsは、業
務提携し、お互いのシステム
の強みを生かした新たな利用
方法を提案（HANZOによる
自動発注）。
Goalsの担当者がHANZOの
使い勝手について定期的に福
しんに確認。

システムの主な機能

予約管理、宿泊管理、顧客情
報管理、インカムによる情報
伝達と音声入力による記録作
成、など

在宅部門の利用者情報管理、
記録作成、シフト管理、病院
の患者情報と在宅部門の情報
共有
病院内システムとの連携

（メニューPlus）
レシピ管理をデータ化、検索
や他のシステムとのデータ照
会可、一つのレシピに対して
原価がどのくらいかかるかを
自動計算、調理工程の管理

（HANZO）
発注業務の自動化

システムを利用する
従業員への利用促進策

経営層からの指示、使い勝手
を意識した画面構成

経営層からの指示、当初は施
設利用者（3名）のみをシス
テム入力対象者とし慣れても
らう
紙ベースよりも利便性が高い

（写真や動画での保存が容易）
若手職員から率先して利用

経営層からの指示。31店舗全
店で同時にHANZOを導入。
現在試行中。
GoalsはUI/UXを意識して開
発しており、使い勝手が良い

（過去の入力データが入力者
の情報も含めて閲覧できると
いう機能もある）

システム開発会社等との
共創

開発担当者は陣屋で実際の旅
館業務を体験（研修）するこ
とにより、業務内容への理解
を深め、システム開発に活か
している

インフォファームが定期的（月
に1回程度）に松波総合病院
を訪問し、システムの使い勝
手を確認するとともに、バー
ジョンアップの要望等をヒア
リングしている

発注量の予測について福しん
とGoalsで必要に応じて内容
確認を行っている。

（筆者作成）
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　①導入目的と効果

導入目的は、一見すると省力化、ペーパーレ

ス化のように、業務負担を軽減しているだけに

見える。しかし、例えば、陣屋の場合は情報共

有が十分にできることで、お客様に対するサー

ビスの向上に繋がると考えている。松波総合病

院では、在宅部門で働く者が、手元のタブレッ

トでリアルタイムの情報共有ができることか

ら、サービス利用者に対して安心してサービス

を提供できる。介護、看護、リハビリの現場で

は、サービス利用者の健康状態に関する細かな

情報を踏まえて対応する必要があるためであ

る。福しんの場合は、従業員の労働環境改善（時

間外労働の削減など）を目的としている。そし

て、お客様との接点以外の部分で省力化を進

めている。発注業務は現場での経験値が必要

でITで代替することは難しいと思われていた

が、HANZOのAIはその壁を越えることを可

能としている。

いずれも、単純なIT化による省力化ではなく、

サービス業で一番大切にしなければいけない、

サービスを担う人材が働きやすい環境を作ると

いう明確な目的に沿ったシステム構築により導

入に関する社内での壁を乗り越えている。

　②システム開発会社との協力体制

中小サービス業においては、IT人材が少な

い、もしくはいないことが多い。また、IT人材

を採用できたとしても、ある程度開発が進み、

自分の能力を試す機会がその企業にないとわか

ると、より自分の能力を活かせる場に転じてし

まうこともあり、定着してもらうことが困難と

なっている。事例企業ではシステム開発会社と

の共創により、IT人材の不足を補っている。

陣屋の場合は、開発当初は社長が元エンジ

ニアで、かつ、当時採用した人材がシステムエ

ンジニアの経験者だったこともあり、社内で開

発を始め、システム開発がある程度進むと、外

部に販売することを思いつく。それは、開発者

として自分の能力を発揮するためである。中小

サービス業において、IT人材を採用できたと

しても、より自分の能力を活かせる場に転じて

しまうことがあり、優秀であればあるほど、社

内に引き留めておくことは難しい。陣屋の場合

は、陣屋コネクトを設立し、外部に販売してい

くことで、システムのバージョンアップに関す

るニーズを得ることが出来、開発を継続する場

を与えることが出来た。さらに、陣屋コネクトは、

宿泊業のみならず、ホテル・宴会場へのシステ

ム販売や、地域の旅館やレストランをつなぐシ

ステムなど、システムエンジニアが能力を発揮

できる場を提供している。陣屋と陣屋コネクト

がお互いに協力する体制が構築されている。

松波総合病院の場合は、インフォファームと

いう、現場を大切にし、システム導入企業に伴

走するという社風を持つシステム開発会社と共

創している。松波総合病院で在宅部門のシステ

ム導入を任されたのは、ITの知識はないが、

在宅部門の実質的なトップである副本部長であ

る。インフォファームの営業担当はシステム開

発担当でもあるため、現場の声を聞いてシステ

ムをカスタマイズしている。また、システム納

入後も定期的に訪問して不具合が無いか、改

善できる点は無いかなど、要望を聞いている。

松波総合病院では、インフォファームの担当者

が些細なことも親身に聴いてくれる、システム
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の改善も「できない」とは言わず、対案を出し

てお互いに相談する体制となっていることを評

価している。

福しんの場合は、メニュー PlusとHANZO

を導入し、発注業務の自動化を目指している。

HANZOの作成する発注案が、自社の担当者の

発注案とどの程度違うのかなど、お互いに情報

を共有している。発注業務は熟練が必要とされ

ていた業務であり、自動化出来れば、従業員の

育成にかかる時間を削減することができるとい

うメリットがある。

このように、システム開発会社とシステムを

利用する企業が「共創」することはお互いのメ

リットになる。システムを利用する企業にとっ

ては、システムが納入された後もその使い勝手

を修正したり、他の対応方法を示してもらうな

どのアフターケアが受けられるというメリット

がある。また、システム開発会社側も、業界に

特有のニーズを理解してシステムを作りこむこ

とが出来れば、それをパッケージ製品として同

じ業種の企業に売り込むことができるというメ

リットがある。

（２）課題

一方でシステムを利用する企業には、以下の

ような課題もある。

第一に、全ての中小サービス業が「共創」す

るようなシステム開発会社を選択できないとい

うことである。

第二に、既存システムの代替や別々のシステ

ム開発会社の提供するシステムをつなげるなど

の改善が難しいことである。既に別のシステム

開発会社経由で導入しているシステムがある場

合、そのシステムと新しいシステムのデータを

連携させることでデータの活用の幅が広がるの

だが、（連携は）難しいと言われ、断念してし

まうケースも少なくない。松波総合病院の場合

は、病院の電子カルテとの連携が出来なければ

意味がないということを経営層に理解してもら

い、連携を可能とした。

第三に、導入したシステムの活用である。蓄

積したデータを見える化しても、それだけでは

DXにはつながらない。見える化したデータを

利活用することで初めてシステム利用企業が

DXを推進していると言えるのである。経営者

は自社の目標に沿ってデータを利活用する必要

がある。そのためには、現場が「使いたい」と

いうデータを「使える」ようにしなければなら

ない。

おわりに

事例からは、システム開発企業とシステムを

利用する企業の「共創」が見て取れた。システ

ム開発を一から自社専用のものとして開発する

のはシステム開発企業への依存が大きく、また、

その後のシステムメンテナンスや改良について

も保守にかかるコストが多額になることが多い。

一方で、システム開発企業の中には、マーケ

ットを開拓していくために、業種に特化したシ

ステム開発を行い、広く販売していきたいとい

う考えもあると思われる。

事例企業の陣屋、松波総合病院、福しんの3

社は、サービス業として顧客との接点を大切に

するという方針を、どの企業も変えていない。

中小サービス業がDXを推進するにあたっては、

IT化による単純な労働力の代替ではなく、より
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良いサービスを提供する担い手として従業員を

大切にする、そのためのシステム導入であるこ

とを認識したい。

最後に、システムを入れたからそれで万全で

はなく、継続的にシステムに変更を加える必要

が出てくる。その時考えるべきことは、「入力

が簡単になる」とか「こんな工夫ができる」と

いうような単純なアイデアを、取捨選択出来る

経営者であり、かつ、そのアイデアを次々に出

してくれる現場スタッフである。システムを導

入したとたんに、「システムに自らを合わせる」

のだということで動き始めた組織であればある

ほど、アイデアが「出せない」（簡単にシステ

ム変更が出来ない）と思いがちである。だが、

システム開発会社との相互協力により、「既に

導入されたシステムで対応可能」なのか、それ

とも改良に多額の費用がかかるのかということ

を判断できるようなコミュニケーションがあれ

ば、「システム改良」か、それとも「運用で解

決できるのか」という判断の余地が残される。

このような対応がまさに「共創」である。

クラウド、従量制など、中小企業でも「ある

程度の金額で」導入できるシステムが多く存在

する。だからこそ、部署ごとにそれぞれのシス

テムを導入するのではなく、その企業の業種や

規模に合わせて作られたシステムを導入し、そ

のシステムを利用する企業同士が使い方に関し

て「情報共有」することで得られるノウハウを

共有することが、中小企業がDXを推進する上

で必要なのではないか。

中小企業では、社内にIT人材がいないとい

う。同様に、例えば、弁護士や税理士、会計士

などはどうしているのか。中小企業では、彼ら

を社内で雇用するのではなく、顧問契約などを

締結してアドバイスを受けているケースが多い

のではないだろうか。中小企業は規模が大きく

ないために、社外に存在するそれぞれ専門家の

力を借りながら企業を運営している。従って、

「IT」の分野でも同様の考え方で外部のシステ

ム開発会社と「共創」する体制を整えてはどう

だろうか。

企業がシステムを導入するとき、自動化⇒省

力化⇒残業削減というイメージを持ちやすい。

だが、事例企業の場合は、単純な省力化にとど

まらない理念をシステム開発会社に伝えてい

る。いずれの企業も従業員を大切にし、それが

すなわち従業員のモチベーションアップにつな

がり、モチベーションの高い従業員が顧客と接

することにより、顧客満足度がアップするとい

う好循環になっている。サービス業にとって一

番大切なことではないだろうか。
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